
消防法の一部を改正する法律の概要（平成21年５月１日公布）

○ 傷病者の搬送及び受入れを円滑に行うことが、傷病者の救命率の向上や後遺症の軽減等の観点か

ら 重要な課題 このため 消防法を改正し 都道府県において 医療機関 地域の医師会 消防機関ら、重要な課題。このため、消防法を改正し、都道府県において、医療機関、地域の医師会、消防機関

等が参画する協議会を設置し、地域の搬送・受入ルールを策定することとしたところ。

受入れ

①
傷
病
者
の

②
搬
送
先
医 ③救急搬送 ④救急医療

の
発
生

医
療
機
関
の

＜搬送・受入ルール＞

① 傷病者の状況に応じた搬送先となる医療機関のリスト

都道府県において、医療機関、地域の医師会、

の
選
定

① 傷病者の状況に応じた搬送先となる医療機関のリスト

② 消防機関が傷病者の状況を確認し、①のリストの中か

ら搬送先医療機関を選定するためのルール

③ 消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達する
消防機関等が参画する協議会を設置し、地域

の搬送・受入ルールを策定

③ 消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達する

ためのルール

④ 搬送先医療機関が速やかに決定しない場合において

傷病者を受け入れる医療機関を確保するためのルール

搬送・受入の調査・分析

地域の搬送・受入ルールの策定

総務大臣
厚生労働大臣

傷病者を受け入れる医療機関を確保する

※既存のメディカルコントロール協議会等の活用を想定

消防機関は、搬送・受入ルールを
遵守しなければならない

厚生労働大臣

指針の策定等の援助医療機関は、搬送・受入ルールを
尊重するよう努めるものとする 施行期日：公布の日から６月以内の政令で定める日
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１－２ 周産期医療体制の現状１－２．周産期医療体制の現状
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リスクの高い妊産婦や新生児などに高度の医療が適切に提供されるよう 周産期医療

周産期医療体制

リスクの高い妊産婦や新生児などに高度の医療が適切に提供されるよう、周産期医療

の中核となる「総合周産期母子医療センター」やそれを支える「地域周産期母子医療セ

ンター」の整備、地域の医療施設と高次の医療施設の連携体制の確保など、周産期医療

総合周産期母子医療センター

ネットワークの整備を推進している。

②
ド
ク

機能 ：①母体及び新生児に対するきわめて高度な医療を提供

②ドクターカーを保有し、要請のあった地域の医療施設へ派遣

③地域のＮＩＣＵ等の空床状況等の把握

④研究や教育の援助、地域周産期医療データの分析・評価

出動

母体及び新
生児の受入

地域の空床
情報の提供

ク
タ
ー
カ
ー

④研究や教育の援助、地域周産期医療デ タの分析 評価

整備方針：三次医療圏に１カ所（ＮＩＣＵ９床以上、ＭＦＩＣＵ６床以上）

研究や教育
の援助等

搬送

地域周産期母子医療センター
地域の医療施設

生児の受入
要請・搬送

情報の提供
① ③

の援助等
④

機能 ：周産期に係る比較的高度な医療を提供

整備方針：総合周産期母子医療センター１カ所に対して数カ所整備

地域の医療施設
・病院

・診療所

・助産所

搬送

※ ＮＩＣＵ ：新生児集中治療管理室

ＭＦＩＣＵ：母体・胎児集中治療管理室
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総合周産期母子医療センター数、
地域周産期母子医療センター数の推移

総合周産期母子医療センタ 数の推移 地域周産期母子医療センタ 数の推移

地域周産期母子医療センタ 数の推移

64
72 75

70

80

総合周産期母子医療センター数の推移

施設数

都道府県数

207 210
237 236250

地域周産期母子医療センター数の推移

施設数

都道府県数

48

60
64

50

60

70

188
207 210

200

32
38 40

44 45

30

40

100

150

10

20

26 31 33 39 39
50

0
0

（厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ）
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分娩施設数の推移

1188282 1206555
1177669 1,200,000

1,400,000 

4,500 

5,000 

年分

1796

1188282 1177669 1153855

1062604
1,000,000 

1,200,000 

3,500 

4,000 

年
間
出
生
数

娩
施
設
数

1796
1720

1625

1503

800,000 

2 500

3,000 

病院

診療所1503
1321

600,000 
2,000 

2,500  診療所

出生数

2490 2271 2072
1803 1612

400,000 

1,000 

1,500 

1612

0 

200,000 

0 

500 

厚生労働省「医療施設調査」
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出生数及び出生時体重2,500g未満の出生割合の推移

この２０年で、出生数は横ばい・減少となっているが、低出生体重児の割合が増加している。

12.0%2,500,000

平成19年

1,934,239
1,901,440

9.5%
9.6% 10.0%

2,000,000

総 数

2500g未満

平成19年
出生数 1,089,818人
2,500ｇ未満割合 9.6％

1,606,041 1,576,889

1,431,577
7 1%

7.5%

8.6%

8.0%

1,500,000

2
5
0

1,221,585 1,187,064 1,190,547

1,062,530
1,089,818

7.1%

5.7%

5 1% 5.2%

5.5%

6.3%

6.0%

1 000 000

0
0
g
未
満
の

出
生
数

5.1%

4.0%

1,000,000 の
出
生
割
合

昭和50年
出生数 1,901,440人
2,500ｇ未満割合 5.1％

2.0%
500,000

厚生労働省「人口動態統計」

0.0%0

S35 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H19
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新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）数、
母体・胎児集中治療室（ＭＦＩＣＵ）数の推移母体・胎児集中治療室（ＭＦＩＣＵ）数の推移

（各年10月１日時点）3,000

2,519
2,357

2 122
2,3412,500

2,122

2,000

1,500
NICU病床数

ＭＦＩＣＵ病床数

473

1,000

66
238

381 473
500

厚生労働省「医療施設調査」

0

平成８年 平成11年 平成14年 平成17年
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母体及び新生児の搬送受入れ

約 割 総合 産期 療 タ 新生 集 治療管 室 病○ 約８割の総合周産期母子医療センターにおいて、新生児集中治療管理室（ＮＩＣＵ）の病
床利用率が90％超。母体・新生児の搬送受入れが困難である理由として、「ＮＩＣＵ満床」
と回答したセンターは９割を超えている。

「周産期医療に係る実態調査（平成20年10月実施）」結果にみる現状について

ＮＩＣＵ病床利用率について
（総合周産期母子医療センター19年度実績）

母体及び新生児搬送受入ができなかった理由について
（総合周産期母子医療センター 19年度実績）

ＮＩＣＵ病床利用率９０％超のセンターは約８割 受入れができなかった主な理由は「ＮＩＣＵ満床」ＮＩＣＵ病床利用率９０％超のセンタ は約８割 受入れができなかった主な理由は 満床」

理 由
ＮＩＣＵ
満床

ＭＦＩＣＵ
満床

診察可能
医師不在

その他
母体

70～80％
3%

～70％
3%

センター数 49 31 12 30

割合（％）※ 92.5% 58.5% 22.6% 56.6%

80～90％
19%

理 由
ＮＩＣＵ
満床

診察可能
医師不在

その他

センター数 41 5 12

新生児

90～100％
75%

※回答センター数に対する割合

割合（％）※ 97.6% 11.9% 28.5%

（厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ）

21



１－３ 小児救急医療体制の現状１－３．小児救急医療体制の現状
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１～４歳児の死亡率の国際比較

○ 我が国は、乳児死亡率は低いにも関わらず、１-４歳児死亡率は高く、他の国と異なる
状況にある。 ※ 乳児死亡率（生後1年未満の死亡の出生1,000に対する比率）

45

50

乳児死亡率と1-4歳児死亡率の関係 1-4歳児死亡率の国際比較

ランク 国名 1-4歳児死亡率
1 Finland 11.85
2 Ireland 13 60

35

40

45

1
～

2 Ireland 13.60
3 Greece 14.85
4 Norway 18.05
5 Germany 18.20
6 Italy 18.25
7 Czech Republic 18.60

25

30
～
4
歳
死
亡
率

日本
8 Switzerland 18.70
9 France 19.55
10 Canada 20.85
11 Netherlands 21.15
12 Sweden 21.25
13 Spain 21 65

10

15

20
率
（
対
10
万
）

13 Spain 21.65
14 Austria 21.70
15 United Kingdom 22.85
16 New Zealand 24.20
17 Japan 24.55
18 Denmark 24.85

0

5

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

OECD中の27カ国
19 Belgium 25.85
20 Australia 26.55
21 Poland 27.35
22 Republic of Korea 27.95
23 Portugal 28.70
24 United States of America 29 250 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

乳児死亡率（対1000出生）

出典）厚生労働科学研究「新生児関連疾患が我が国の幼児死亡に与える影響」主任研究者 池田智明（国立循環器病センター）

24 United States of America 29.25
25 Hungary 32.00
26 Slovakia 35.35
27 Mexico 76.60
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小児救急医療体制の整備状況

（平成１９年１２月１日現在） （平成２０年３月３１日現在）

集中治療室

救命救急センターの小児救急専門病床数 小児専門病院の小児集中治療室の病床数

施設名

救命救急センター運営病床数

総数
（床）

小児救急専門病床
（床）

小児集中治療室の病床の内訳
施設数

（数）

小児集中治療室
病床数

術後用
（床）

重症・
救急用（床） （床）

A 36 ６

（床）
救急用

（床）

術後患者用病床のみ有り 3 16 0

B 30 １

C 42 ６
重症・救急患者用病床のみ有り 6 0 65

D 32 ２

E 31 ２

術後患者用病床と
重症・救急患者用病床有り

3 36 20

E 31 ２

F 30 ２

術後患者用病床と
重症・救急患者用病床の区分なし

3 23

160床
合計６施設 ２０１床 １９床

厚生労働省医政局指導課調べ

合計 15 施設
160床

(52) (85)

小児総合医療施設協議会調べ
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２ 今後の課題について２．今後の課題について
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救急医療の充実

三次救急医療（救命救急医療）

・地域の搬送･受入ルールの策定
・管制塔機能の整備
・救急患者受入コーディネーター
の普及

・転院等が可能な地域の体制確保
・転院等や施設間連携を図るための

救命救急センター（218カ所）平成21年4月1日現在

※ ドクターヘリ（16カ所） 平成21年3月31日現在

後 病院

の普及
・ドクターヘリの全国的な配備 等 専任者の配置

・情報開示と国民の理解 等

･適切な振分け

・ 病院群輪番制病院（405地区、3,166カ所）
・ 共同利用型病院（9カ所） 平成20年3月31日現在

二次救急医療（入院を要する救急医療）
イメージを表示できません。メモリ不足のためにイメージを開くことができないか、イメージが破損している可能性があります。コンピュータを再起動して再度ファイルを開いてください。それでも赤い x が表示される場合は、イメージを削除して挿入してください。
後方病院

･｢出口の問題｣解消

救急患者
発生

適切な振分け
･円滑な搬送･受入

搬送 受入

初 期 救 急 医 療
･救急利用の適正化

転院・転床
退院

の発生 搬送･受入

・ 在宅当番医制（641地区）
・ 休日夜間急患センター（516カ所） 平成20年３月31日現在

地域の医療機関が連携しつつ 救急医療提供体制を整備 充実

救急利用 適 化

・住民への普及啓発
・小児救急電話相談事業

･地域の医療機関が連携しつつ、救急医療提供体制を整備･充実
･救急医療を担う医師の労働環境の改善

在宅
社会復帰

・診療実績に応じた 救命救急センターや二次救急医療機関への支援の充実

小児救急電話相談事業
(#8000)の拡充 等

・診療実績に応じた、救命救急センターや二次救急医療機関への支援の充実
・診療所医師の救急医療への参画の推進
・救急医療を担う医師に対する手当への支援
・院内トリアージを行う看護師等の配置、医師事務作業補助者の配置 等

26


